
1 指摘 HP

á 　この(1)はなくても良いが、本問で問われていること

の中核を理解しているというアピールになる。

　小見出しは、起案構成を考える時点で用意しておく

と見通しがついてよい。

à

6 指摘 松岡　久和

á 　問題文に番号が打ってあるので、どの事実を摘

示しているのかをこういう形で適宜示すのが、事実の見

落としや誤解を避けるためにも有益。

à
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コメント付解答例
2020/12/1

松岡 久和

Ⅰ ［設問１］

1. ＢＣ間の賃貸借契約の内容と契約不適合の成否
(1) 問題の所在
ＢとＣは本件ビルの1・2階の賃貸借契約を結んでいる。ＢがＣにその使用収益をさせる

債務（601条）は、4月1日にＢからＣに1・2階の引渡しがされ（事実7）、以後耐震性能の問

題が出てくる6月末まで3か月間はＣは一応使用収益ができてきた。しかし、追加工事によ
り本件ビルの耐震性能が法定基準を下回ったことが明らかとなった。これが契約不適合

（559条の準用する562条1項）となるかが問題である。

(2) 耐震性能に関する契約内容と契約不適合
たしかにＢはＡとの間における請負契約において、法定の耐震性能を上回る性能を合意

していたが、本件ビルの賃貸や分譲に際してそのことをとくに謳っていなかったので（事

実1）、法定の基準以上の性能を備えることは、ＢＣ間では契約内容にはならない。ＢＣ間

の賃貸借契約については、耐震性能について明示的には合意されていないが、目的建物の

耐震性能について特段の合意がなくても、通常の使用適性を備えていることは、社会通念

上当然に契約で前提とされ、黙示的に合意されていたものと解される。そうすると本件ビ

ルは、現状では使用収益に具体的な支障が出ていないとしても、長期の使用においては安

全性に問題があり、品質についての契約不適合が存在する。

(3) Ｃによる追完請求の可否
契約不適合があれば、Ｃは、原則としてＢに対してその修補等の追完請求ができる（562

条1項）。Ａによる補強工事の実施は、Ｃとの関係では、Ｂによる修補という形での追完で

あり、同時に、賃貸人の修繕義務の履行（606条1項）とも評価される。

両条とも修繕＝追完が必要となる契約不適合が生じたことが賃借人の責に帰すべき事由

による場合には、賃貸人の義務を免除している（562条2項、606条1項ただし書）。本件での

耐震強度の不足はＣが1階の柱2本の除去を求めたことに一因があるので、この要望行為が
責めに帰すべき事由に該当するとの抗弁がＢから出されよう。しかし、Ｃは、賃借人とし

てより便利に使うために要望を出したに過ぎず、その技術的な可否の判断は、Ｂを通じて

打診を受けた専門家である請負人Ａのみが適切に行うことができるものである。Ｂを通じ

てＡから追加工事が可能と言われたＣは、それを信じるしかなく、要望を出したことは両

条の責めに帰すべき事由には該当しない。

2. 賃料不払の主張の当否
上述のとおり、Ｂによる追完としての補強工事は、同時に賃貸目的物の保存に必要な行

為でもあり、Ｃはその実施を拒むことができない（606条2項）。ただ、賃貸借契約は、目的

物の使用収益に対して賃料を支払う契約であるから、補強工事の間、使用収益に支障が出

るならば、それは一時的不能であり、(3)で述べたようにそれはＣの責に帰することがで
きない事由による。そこで、使用収益できなくなった割合に応じて、賃料は当然に減免さ
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2 指摘 松岡　久和

á 　同時履行の抗弁権により賃料全額の支払拒絶

ができるというのは、使用収益させる債務と賃料債務

が同時履行関係にない点がそもそも問題であるうえ、

全額不払の結論も支持できない。

à

3 指摘 松岡　久和

á 　Cとの関係ではＢの免責事由はない、という判断

も完全に間違いとまではいえないので、そう書いていて

も減点されないだろう。

à

4 指摘 松岡　久和

á 　債権関係の改正前の数量指示売買・数量不

足の担保責任の規定は改正によりなくなったが、562

条以下の「数量」に含まれる。数量指示売買に関する

改正前の判例法理は、基本的に維持される。面積に

応じて賃料額を決める賃貸借を数量指示賃貸借とい

いい、面積不足だというだけでは当然に減額請求がで

きるわけではないことに注意。

à

5 指摘 松岡　久和

á 　563条や611条により減額請求を認めるという結

論は採れない。

　なお、減額請求は、追完請求の催告と履行不能・

履行拒絶等を要件としている。本問では、追完される

まで賃料を支払わないと主張することで催告はされてい

る。しかし、Ａが補強工事を申し出ていることから、Bも

それを受け入れてＣに対して追完をするという意思があ

り、履行不能・履行拒絶の要件もみたされない。

à
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れる（611条1項）。すなわち、Ｃは使用収益に支障が出る範囲内で賃料を支払わないという

主張ができる。本件では補強工事の規模や使用収益への影響が明確ではないから、具体的

な額はわからないが、当然に全額の不払が正当化されるわけではない。

3. 損害賠償請求の当否
補強工事中は使用収益が妨げられることにより営業上の損害が発生するであろう。そし

て損害賠償義務が認められれば、ＢＣ間の契約は、当初から営業目的の賃借人への不動産

業者による賃貸であるから、相当な範囲では営業上の損害も通常損害（416条1項）として
賠償の対象となる。

問題は、Ｂによる免責立証の可否である。上述したように、ＢはＣやＤの要望をＡに伝

えてそのコストや技術的可能性を打診したにすぎず、Ｂが不動産業者であることを考慮し

ても、追加工事の技術的な可否や適否の判断は、専門家である請負人Ａのみが適切に行う

ことができるものであり、Ａの安易な判断が問題である（Ａには、Ｂに対する債務不履行責

任のほか、ＣやＤに対する不法行為責任も生じうる）。ＢはＡの判断を信頼して行動して良い

し、Ａは独立した事業者であってＢの履行補助者ではないから、Ａの過失をもってＢの帰

責事由と解することはできない。

したがって、Ｂには第三者Ａの行為による損害であるという免責の主張が許され、Ｃの

損害賠償請求は認められない。

4. 補強工事後の賃料減額請求
補強工事がされると本件建物の耐震性能が法定の基準をみたし、契約不適合状態は解消

され、Ｃは契約通りの使用収益が可能となる。たしかに、柱2本分の床面積が少なくなり、
広間としての使用に多少の支障はでるかもしれない。しかしながら、本件の追加工事によ

り使用可能床面積が広くなったときにおいても、賃料額についての増額改定の合意はされ

ていない。また、Ｂは柱2本の除去の要望を了承しているが、そのことをとくに約したと
までは言えず、約したとしてもＡの誤った技術情報に基づく錯誤があったとして取り消す

ことができる。本件賃貸借契約は、結局、本件ビルの1階・2階という特定物の賃貸借契約
という予約当時の内容のままであって、広間としての使用に特段の意味をもたせ、床面積

を基準にした数量指示賃貸借ではないから、補強工事によって性質・内容に不適合を生じ

るものではない（562条参照）。また、使用収益が新たに一部不能となったものでもない（611

条参照）。

したがって、Ｃの賃料減額請求は認められない。

Ⅱ ［設問２］

1. ＢＤ間の売買契約の内容と契約不適合の成否
(1) 耐震性能に関する契約内容と契約不適合
上述Ⅰ1.(2)と同様である。すなわち、耐震性能について特段の合意がなくても、法定

の耐震性能を備えていることは当然に契約内容となっており、それを欠いていることは契

約不適合である。
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7 指摘 松岡　久和

á 　この段落は、3階には不適合がないという起案が

あったため、念のために付記したもので、不可欠ではな

い。

à

8 指摘 松岡　久和

á 　論理構造は同じであるが、事実関係は少し違う

ので、丁寧に事実を摘示した記述が期待される。

à

9 指摘 松岡　久和

á 　根拠条文は設問１と異なる。

à

10 指摘 松岡　久和

á 　構造は設問1と同じなので、サービス問題だが、

適用を検討するべき条文は563条。設問1と設問2のＣ

Ｄを逆にして売買契約から先に尋ねておけば、問題と

してよりよかったと反省している。

à

11 指摘 松岡　久和

á 　どの段階でＥの所有権が失われるのかは重要で

あり、その意味で付合当時の所有者を問題にしている

。建物としての独立性を取得した時点ですでにＢが所

有者となっているものと思われる。ただ、本問では、建

物建設請負契約における所有権の帰属問題を立ち

入って議論しなくて良いように、代金完済としている。

à

12 指摘 松岡　久和

á 　この付合は、ＥがＡの指示に基づいて工事現場

で提供し、自らの意思で生じさせたものであることから、

Ｅが提供時点でＡに所有権を移転し、Ａが工事により

Ｂに所有権を移転した、と転々移転構成をすることも

可能であろう。後で物上代位を考えるには、このような

構成の方が整合的である。
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Ｄが購入したのは本件ビルの3階の区分所有権に過ぎず、3階には補強工事を要するとこ
ろはないとしても、1階の脆弱性によりビル全体の耐震性能が低下していて2階以上にも影
響を及ぼしているから、Ｄの購入した3階部分もまた契約不適合状態となっている。
(2) Ｄの要望と責めに帰すべき事由の有無
上述Ⅰ1.(3)と同様である。すなわち、冷凍庫の設置や床等の増強というＤの要望は、3

階の重量を増し、本件ビルの耐震性能の低下の一因となったものと推測される。しかし、

Ｄが自らの使用予定に即してそのような要望を出すことには問題はなく、Ｂからその要望

を伝え聞いた専門業者である請負人Ａが、構造計算を見直すなどして安全性を確認するべ

きであり、Ａから追加工事を可能だとする返事を受けたＤには、不適合の出来について責

めに帰すべき事由はない。したがって、Ｄは、追完請求として1階部分の補強工事をＢに
求め、もって購入した目的物の契約適合性を回復することができる。

2. 残代金支払拒絶の当否
賃貸借契約における賃借人Ｃと異なって、Ｄは所有権の取得者であり、その使用収益に

影響が出ていなくても、耐震性能の低下により目的不動産の交換価値の低下という不利益

を被っている。売買契約は契約に適合した財産権の移転と代金の支払を主たる給付内容と

する双務契約であり、双方の債権債務は同時履行の関係（533条）にある。追完請求権は

履行請求権としての性質を有し、やはり残代金支払請求権と同時履行の関係にある。

したがって、ＤはＢに対して、補強工事が完了するまで残代金の支払を拒絶することが

できる。

3. 代金減額請求の当否
上述Ⅰ4.と同様である。すなわち、補強工事の完了により契約不適合状態は解消されて、

目的不動産の交換価値も契約適合状態になる以上、Ｄが代金減額請求（563条）をする余

地はない。

Ⅲ ［設問３］

1. ＡＥ間の売買契約における所有権留保の効力
本件冷凍庫は、売主Ｅが買主Ａの指示に従って建築中の本件ビルに搬入し、Ａが固定・

設置の工事を完了したものであり、本件冷凍庫の価値を損ねずに本件ビルから本件冷凍庫

を撤去することは困難な状態になっていた（事実3・5・9）。本件ビルは、追加工事代金を

除いて請負代金が完済されており（事実5）、どのような見解に立っても、注文主Ｂが所有

者となっていた。ＡＥ間では売買目的物である本件冷凍庫について所有権留保特約がされ

ていたが、本件冷凍庫は、Ｂの建物に従として付合し、その所有権は建物所有権に吸収さ

れた（242条）。この時点でＥの留保所有権は失われ、ＤはＢから建物区分所有権と共に冷

凍庫の所有権をも承継取得したことになる。

したがって、Ｅが所有権に基づく返還請求をしても認められない。

2. 債権者代位権
ＥとＤの間には契約関係はなく、間にＡとＢが入っている。ＥはＡに対して3600万円の
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13 指摘 松岡　久和

á 　債権者代位権の代位行使という構成もありうる

が、条文に則して疑いが少ないのは、こちらの直接請

求権の保全構成。

à

14 指摘 松岡　久和

á 　請求棄却判決ではなく、引換給付判決になるだ

ろうが、補強工事を完了したことを証明することが執行

開始要件となる（民執31条1項）。

à

15 指摘 松岡　久和

á 　最決平10年12月18日民集52巻9号2024頁。

引用したのは解説のため。起案ではこの判例について

まで書けなくてもよいだろう。

à

19 指摘 松岡　久和

á 　転用物訴権の変形であると認識していることをア

ピールしておきたい。

à

16 指摘 松岡　久和

á 　前者は最判昭45年7月16日民集24巻7号909

頁（ブルドーザー事件）、これを緩和した後者は最判昭

49年9月26日民集28巻6号1243頁（騙取金による弁

済事件）。転用物訴権事例は前者。

à

17 指摘 松岡　久和

á 　最判平7年9月19日民集49巻8号2805頁（賃借

人による賃貸目的物改装直後の契約解除により賃

貸人が利益を得た事例）。

à

18 指摘 松岡　久和

á 　上記平成7年判決の解説として、松岡久和「転

用物訴権」民法判例百選Ⅱ〔第8版〕160-161頁。　

à
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冷凍庫の代金債権を有し、ＡはＢに対して5000万円の追加工事の代金債権を有し、ＢはＤ
に対して5000万円の残代金債権を有する（事実9・8・3）。Ａは債務の弁済ができない無資

力状態であるから、Ｅには、代金債権を保全する必要があり、Ａに代位してＢに対し、3600
万円の範囲で直接の支払請求を行うことができる（423条・423条の2・424条の3）。Ｂも同様

に無資力であるため、Ｅには、この直接請求権を保全する必要があり、Ｂに代位して、3600
万円の範囲でＤに対して支払を請求することができる（根拠条文は同じ）。

あるいは、付合により冷凍庫の所有権を取得したＢに対して、Ｅは、不当利得の規定に

従って償金請求権（248条）を取得するから（額は利得と損失の低い方で付合当時の本件冷凍庫

の時価額を基準とし、おそらく3600万円以下になろう）、Ｅはこれを被保全債権とし、Ｂを代

位してＤに直接の支払を請求しても良いだろう。

しかし、Ｄは補強工事が終わるまで残代金の支払を拒絶でき（上述Ⅱ2.）、この抗弁は代

位債権者Ｅに対しても主張できるので（423条の4）、Ａが無資力で補強工事が実施できなけ

れば、Ｅの請求は実現できない。

3. 所有権留保または動産売買先取特権に基づく物上代位
Ｅの所有権留保は消滅したが（上述1）、これに伴い、動産売買先取特権の要件をみたし

たとして、あるいは、留保所有権に基づいて、Ｅは、ＡのＢに対する請負代金債権に物上

代位をすることが考えられないではない。「動産の売主の先取特権を有する者は、その動

産が用いられた請負工事による請負代金債権に対して、その全部または一部が当該動産の

転売による代金債権と同視するに足りる特段の事情がある場合には、その部分につき物上

代位権を行使することができる」とする判例があり、本件では、4000万円相当は冷凍庫の
転売代金と同視することができる特段の事情がある（事実3）。

しかし、Ｅが物上代位権に基づいてＢに対する請負代金債権を行使できるとしても、Ｂ

のＤに対する転売代金債権について権利を主張する根拠はなく、償金請求権に基づく債権

者代位権と同様に債権者代位権を行使するしかないだろう。そうすると、やはりＤの抗弁

の対抗を受けるので、Ｄに対するＥの請求は実現できない。

4. 転用物訴権
Ｅは、ＡやＢの無資力により代金債権の実現が困難となる損失を受ける一方、Ｄは冷凍

庫の所有権を取得するという利益を受け、両者には直接の因果関係または社会通念上の連

結があると言えそうである。

ただ、本件のように契約上の給付が契約外の第三者にもたらした利益の返還を求める転

用物訴権類型については、判例においても、第三者が前主との契約を全体としてみて対価

関係なしに利益を受けたときに限って「法律上の原因なく」という要件がみたされるとさ

れる。不当利得返還を認めることにより利得者とされる被告が二重の負担を受けることを

避ける趣旨である。類型論を採用する学説には、契約関係における無資力リスクを第三者

に転嫁すること自体が不適切だとして転用物訴権を否定する見解も有力で、議論はなお流

動的である。

判例によるとしても、所有者として利益を受けたＢまたはＤとも、前主との契約におい

て相当する代金支払債務を負っており、対価関係がある。それゆえ、不当利得返還請求は、

法律上の原因があるとして認められない。
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